（案）

平成21年度地域環境保全対策費補助金

(チャレンジ25地域づくり事業)実施要領
１　目的
　　この実施要領は、平成２１年度地域環境保全対策費補助金(チャレンジ25地域づくり事業)交付要綱（平成２２年　月　日付け環政総発第　　　　　号。以下「要綱」という。）第３条第５項の規定に基づき、同条第１項第１号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の推進による地域づくりの速やかな実現と併せ、地域活性化の推進を図ることを目的とする。

２　実施主体

要綱第３条第２項に規定する民間団体（以下「補助事業者」という。）とする。
３　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　①　2020年の二酸化炭素排出量を1990年比で25%削減するに効果が期待できるもので、事業を行う施設や地域等の排出量を現状より15%以上削減できるもの。
　　②　環境保全の観点から低炭素型・集約型の地域づくりにつながるものであること。
　　③　雇用創出などの地域活性化効果が期待できること。
④　新たな環境負荷を発生させるものではないこと。
（２）対象とする事業

要綱第２条の目的を達成するため、地球温暖化対策推進ならびに地域づくりの観点から行われる事業は以下のとおりとする。

①　一定の地域における地域冷暖房や熱供給等の導入

②　先進的な技術の導入による二酸化炭素削減に効果的な事業

　　　　ア　蓄熱材を利用した工場廃熱等の熱移送

　　　　イ　家庭用リチウム蓄電池の導入

　　　　ウ　その他環境大臣が認める先進的な取組み

③　既往設備の活用により二酸化炭素削減に効果的な取組み

④　その他要綱第２条の目的に合致する効果的な取組みであって、環境大臣が必要と認める事業
（３）維持管理
　　　導入した設備は、補助事業者の責任のもとで適切な維持管理が講じられるものであること。

（４）温室効果ガス削減効果の向上

　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減効果が最大化するよう努めること。
（５）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握するとともに、環境省の求めに応じて、事業実施に係るこれらの情報を提供すること。
（６）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月　　　末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業の　　　収支並びに温室効果ガスの削減量等を毎年とりまとめた事業報告書を様式　　　第１により作成し、当該年度の翌年度の４月３０日までに環境大臣　　　　　　に提出するものとする。
　　　また、３年間の期間終了後には、当該事業の費用対効果、他地域への展開の可能性についての評価及び今後の取組をとりまとめた評価報告書を様式第２により作成し、翌年度の４月３０日までに環境大臣に提出するものとする。
附則
　この実施要領は、平成２２年　月　日から施行する。
様式第１（平成21年度地域環境保全対策費補助金(チャレンジ25地域づくり事業)報告書の作成例）
	平成21年度地域環境保全対策費補助金(チャレンジ25地域づくり事業)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．当該事業の実績

【事業の種類ごとに、施設の稼働日数や利用者数等の直接的な効果について記載する。】

４．当該事業の収支

５．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度の温室効果ガスの削減量を、事業の種類ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて算出する。】
６．当該事業による地域活性化効果
　【当該年度の雇用創出効果等を事業の種類ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて算出する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第２（平成21年度地域環境保全対策費補助金(チャレンジ25地域づくり事業の評価報告書の作成例）
	平成21年度地域環境保全対策費補助金(チャレンジ25地域づくり事業)の評価報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．当該事業の費用対効果
　【事業実施年度及びその後３年間の温室効果ガスの削減量を、事業の種類ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて算出し、当該補助金の費用対効果を算出する。】
４．他の地域への展開の可能性
　【当該地域での取組実績を踏まえ、他の地域での展開の可能性を記述する。】
５．今後の取組
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


